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いみず市民交流プラザ指定管理者募集要項 

I 施設の概要 

１ 名称 

いみず市民交流プラザ 

（ネーミングライツ等による愛称：救急薬品市民交流プラザ） 

 

２ 所在地 

〒939-0351 富山県射水市戸破４２００番地１１ 

 

３ 設置目的 

いみず市民交流プラザは、地域福祉、生涯学習等の分野において市民が交流できる

場を創出し、もって市民生活の向上及び地域の活性化を図ることを目的として設置さ

れている施設です。 

 

４ 施設の概要 

建築年度 昭和 53 年建築（令和元年改築、改修） 

建物の構造 

本館（改修部分）：鉄筋コンクリート造 地上 3階、地下 1階 

本館（改築部分）：鉄骨造 地上 2階 

別館：地上 1階 

敷地面積 5,170.83 ㎡ 

延床面積 3,104.03 ㎡ 

建築面積 1,766.17 ㎡ 

施設内容 

1 階：事務室、ふれあいホール１・２、ミィーテングルーム、キッチ

ンスタジオ、和室１・２、研修室 

3 階：会議室１Ａ、会議室１Ｂ、会議室２Ａ、会議室２Ｂ 

別館：ホール、和室１、和室２ 

※2 階：入居団体事務所（入居団体：射水市商工会、射水市社会福祉協

議会、射水市心身障害者連合会、射水市老人クラブ連合会、射水

保護司会） 

開館時間 

 午前 9時から午後 9時 30 分まで 

※指定管理者が必要と認めるときは、市長の承認を得て変更すること

ができます。 
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休館日 

年末年始（12月 29日から翌年 1月 3日まで） 

※指定管理者が必要と認めるときは、市長の承認を得て変更すること

ができます。 

     

５ 設備・備品の内容 

いみず市民交流プラザの管理業務仕様書 別表２のとおりです。 

 

６ 利用状況等 

過去の利用者数、利用料金収入 

年度 令和 2年度（※） 令和 3年度（※） 令和 4年度 

利用者数 36,104 人 44,606 人 59,725 人 

利用料金収入 3,663,780 円 4,963,310 円 6,908,380 円 

（※） 令和 2 年度、令和 3 年度は新型コロナウィルス感染症の影響により臨時休館し

た期間があります。 

 

II 募集に関する事項 

１ 募集の趣旨 

   いみず市民交流プラザでの市民活動の活性化及び交流促進と、住み良い地域社会づ

くりの推進を図るため、いみず市民交流プラザの管理に指定管理者制度を導入するも

のであり、「射水市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１８

年射水市条例第３号）」（以下「条例」という。）に基づいて、指定管理者候補者の選定

のための公募を行います。 

 

２ 条件等 

(1) 申請資格（指定管理者に求める資格・要件） 

    申請することができるのは、次の要件を満たす法人その他の団体（以下「法人等」

という。）であることとします。 

① 指定期間中、安定的に管理運営することが可能なノウハウや実施体制、経営基盤

が確保できる法人等の団体であること（法人格の有無は問いませんが、個人による

申請はできません。）。 

② 申請する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては

理事、その他の法人等にあってはこれらに相当する職であるもの。以下同じ。）が、

次のア～カのいずれにも該当しないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者又は会社更生法若しくは民事再生法に基づく更生若

しくは再生手続中の者 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴
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力団又は同条第６号に規定する暴力団員 

ウ 市税等を滞納している者 

エ 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項各号のいずれかに該当すると認め

られる者 

オ 本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者

又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために談合した者で、

その事実があった後２年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他

の使用人として使用する者 

カ 地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定により、指定管理者の指定を取り

消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者 

③ 申請する法人等の役員が次に掲げるア、イのいずれにも該当しないこと。 

ア 民法第 20 条第 1 項に規定する制限行為能力者（成年被後見人、被保佐人、

被補助人又は未成年者） 

イ 禁錮以上の刑に処せられている者（執行猶予中の者を含む。） 

④ 別紙１「公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について」の排除措置

の該当事項に該当しないこと。 

※ 共同体で申請する場合、すべての構成員が上記の全要件を満たす必要があり

ます。 

※ 指定管理者として指定された場合、申請の時点から指定管理期間の満了時ま

で継続して上記の要件を満たしている必要があります。 

 

(2) 指定管理者が行う業務の範囲・内容（詳細は別添業務管理仕様書参照） 

① いみず市民交流プラザの維持管理に関する業務 

② いみず市民交流プラザの利用の承認に関する業務 

③ いみず市民交流プラザの利用料金の徴収に関する業務 

④ その他別添仕様書に記載する業務 

 

(3)  管理の基準 

① 休館日  年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

② 開館時間 午前９時から午後９時３０分まで 

③ 管理の基準に関する提案について 

上記①、②で定める休館日及び開館時間を上回る基準（開館時間の延長等）で、

公の施設を管理することを希望する場合は、その内容を提案してください。この場

合、提出いただく資料（事業計画書等）は提案いただいた基準で管理することを前

提に作成してください。ただし、この場合においても、当該公の施設の管理に係る

経費（以下「指定管理料」という。）は、下記⑸で定める指定管理料の上限の範囲
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内とします。 

④ 関係法令等の遵守 

地方自治法等関係法令、いみず市民交流プラザ条例（令和元年射水市条例第４５

号）等を遵守し、適正な管理を行う必要があります。 

⑤ 個人情報の適切な取扱い 

指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱いに

十分留意し、保護を図るために、射水市個人情報保護法施行条例（令和５年射水市

条例第１号）に基づき、必要な措置を講ずる必要があります。 

⑥ 業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせるこ

とはできません。ただし、業務の一部については、事前協議書を市に提出し、市の

承認が得られれば、委託することができます。なお、施設の使用許可及び利用料金

に関する業務については、第三者へ委託することはできません。 

⑦ 守秘義務 

指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏

らしたり、自己の利益のために使用したりすることはできません。指定期間が終了

した後も同様とします。 

⑧ 情報公開 

指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提供

の申出があった場合のために、射水市情報公開条例（平成１７年射水市条例第２０

号）に基づき、必要な措置を講じるよう努める必要があります。 

 

(4) 指定期間 

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで（３年間） 

※ 指定期間途中で、市の政策等により施設が廃止となる場合、施設の廃止日を

もって指定期間は満了することとします。その場合、市には違約金等の支払い

義務は発生しないものとします。 

 

(5) 管理に係る経費 

① 指定管理料の上限額 令和６年度～令和８年度 

 年額（税込） 合計 

指定管理料上限額 14,453 千円  43,359 千円  

・ 申請に当たっては、上記の上限額の範囲内で年度ごとに指定管理料を提案して

ください。 

・ 上記の指定管理料の上限額には、公の施設に係る修繕費は含みません。 
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・ 上記の指定管理料の上限は、管理に係る経費の総額から、利用料金等収入見込

額を控除した額となっています。 

※ 指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、指定管理料

の上限額及び年度協定で定める額について、市と指定管理者との協議の上、所

要の変更を行うものとします。 

 

（参考）管理に係る経費 

 年額（税抜） 

管理に係る経費（a） 23,024 千円 

利用料金等収入見込額(b) 9,885 千円 

指定管理料上限額（a-b） 13,139 千円 

 

（参考）過去３年間の管理に係る経費（修繕費を除く。） 

年 度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

管理に係る経費（税抜） 21,223 千円  21,706 千円  22,125 千円 

 

② 指定管理料の支払方法 

年間の指定管理料は、原則として４回に分けて支払います。 

なお、支払時期や方法については、別途締結する年度協定書で定めます。また、

社会経済情勢の変化等に伴い、指定管理者から支払月の変更の申出があった場合

は、協議の上、支払月を変更することができるものとします。 

 4 月 7 月 10 月 1 月 

支出額 指定管理料の 30％ 20％ 30％ 20％ 

※ 指定管理者の自主的な経営努力を促す観点から、指定管理料に余剰金が生じ

ても、原則として精算は行いません。ただし、新設施設で経費や収入の正確な見

積もりが困難な場合や、経費が大きく増減することが見込まれる場合は、あらか

じめ市と指定管理者の協議の上、精算を行うことができるものとします。 

 

③ 修繕費について 

・ 修繕費は、年額 220 千円（税込）です。 

・ 指定管理者が管理する公の施設に係る修繕のうち、１件 220 千円未満の修繕

については、原則として指定管理者が執行することとします。なお、１件 220

千円以上の修繕については、市で行うこととします。 

※ 年間の修繕費については、４月に支払いますが、年度終了後に精算し、不用

額が生じた時は、市の指定する方法で返還するものとします。 
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※ 指定期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、修繕費の上

限額及び年度協定で定める額について、市と指定管理者の協議の上、所要の変

更を行うものとします。 

 

（参考）過去３年間の修繕の件数 

 令和２年度、令和３年度、令和４年度において修繕の実績はありません。 

 

④ 留意事項 

指定期間における指定管理料の上限額は、災害等不測の事態の発生など、特段の

事情がある場合を除き、原則として、増額しません。 

（備品購入について） 

公の施設の備品（射水市物品管理規則第３条第１項第１号に規定する備品）につ

いては、市で購入することとします。 

なお、指定管理者が公の施設の管理に当たって、自らの経費で調達した備品を設

置しようとする場合は、事前協議書を市に提出し、市の承認を得る必要があります。

ただし、指定期間の満了時等においては、条例第９条の規定に基づいて原状に回復

する必要があります。なお、原状回復義務について市の承認を得た時は、この限り

ではありません。 

指定管理者は、射水市に帰属する備品について、処分等を行う必要がある場合は、

市と事前に協議することとし、当該物品の異動があったときは、その都度、市に報

告するものとします。 

（経理について） 

指定管理者は、指定管理業務に係る資金の収支については、他の会計とは区分し

て経理し、独立した口座により管理することとします。 

 

(6) 利用料金制について 

   いみず市民交流プラザについては、地方自治法２４４条の２第８項の規定に基づ 

  く利用料金制を採用します。 

   利用料金は、いみず市民交流プラザ条例第９条の規定により、同条例の別表で定 

   める金額の範囲内において指定管理者が市長の承認を受けて定め、徴収した利用 

  料金については、指定管理者の収入となります。また、自主事業等による収入につ 

  いても、指定管理者の収入となります。 

  なお、令和６年度から令和８年度までの年間利用料金等収入見込額は、9,885 千円／

年とします。 
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(7) 指定管理者と市とのリスク分担 

指定管理者と市とのリスク分担は、原則として次表に定めるとおりとします。次

表に記載のない事項については、市と指定管理者で協議することとします。 

項  目 指定管理者 市 

施設の通常の維持管理・運営 ○  

施設内の設備・備品の維持管理 ○  

施設、備品の小規模な修繕（1件 220,000 円未満） ○  

施設、備品の大規模な修繕（1件 220,000 円以上）  ○ 

指定管理者が自ら調達した備品の修繕等 ○  

施設に係る火災保険への加入  ○ 

施設に係る損害賠償保険への加入 ※１ ○ ○ 

物価変動に伴う経費の増加 ※２ ○  

不可抗力に伴う経費の増加  ○ 

利用者の減少に伴う収入の減少（利用料金制導入施設）※３ ○  

利用者等への

損害賠償 

指定管理者に帰責事由があるもの ○  

市に帰責事由があるもの  ○ 

個人情報の漏洩（指定管理者の故意又は過失によるもの） ○  

自主事業運営に関するもの ○  

   ※１ 指定管理者が、施設内で自主事業を実施する場合等、市が加入している「市民

総合賠償保険」の対象とならない事項については、必要に応じて、指定管理者自

身で必要な保険に加入してください。 

※２ 施設運営に重大な影響を与えるような物価変動があった場合は、指定管理者と

市で協議して決定するものとします。 

※３ 利用者の減少が、新たな感染症の流行等、不可抗力による場合は、指定管理者

と市で協議して決定するものとします。 

なお、指定管理者が故意又は過失により利用者に損害を与えた場合において、市が

その損害を賠償したときは、国家賠償法の規定により、指定管理者に対して求償権を

行使することがあります。 

 

(8) 定期報告書（月報）の提出 

指定管理者は、毎月終了後、市へ定期報告書及び添付資料として必要な書類を提

出する必要があります。 

① 報告書の記載内容 

ア 施設の管理状況に関する事項 
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イ 施設利用者数や利用料金収入額等施設の利用状況に関する事項 

ウ 自主事業の実施状況や管理に係る収支状況等その他必要な事項 

② 提出期限 

毎月１０日まで 

③ 提出方法等 

地域福祉課へ１部提出 

 

(9) 事業報告書（事業年度報告書）の提出 

指定管理者は、条例第７条の規定に基づいて、毎事業年度終了後、事業報告書及

び添付資料として必要な書類を提出する必要があります。 

① 報告書の記載内容 

ア いみず市民交流プラザの管理業務の実施状況に関する事項 

イ いみず市民交流プラザの利用の状況に関する事項 

ウ いみず市民交流プラザの利用料金収入の実績に関する事項 

エ その他いみず市民交流プラザの管理の業務に係る経費の状況に関する事項 

オ 利用者アンケートに関する事項 

② 提出期限 

毎年度終了後、１か月以内 

③ 提出方法 

地域福祉課へ１部提出 

 

(10) 市の調査・評価等に対する協力 

市では、指定管理者制度導入施設に係るモニタリングを実施しています。指定管

理者は、利用者アンケートを実施し、その結果を事業報告書に記載していただきま

す。 

市は、毎年度終了後に指定管理者から事業報告書の提出を受けた後、施設の管理

運営状況について業務状況評価を実施し、その結果を公表します。 

また、年に１回以上実地調査を行うほか、必要に応じて当該管理の業務又は経理

の状況に関し報告を求め、必要な調査や指示をする場合があります。指定管理者は、

これらの必要な調査等に協力するものとします。 

 

(11) 監査委員による監査 

市の監査委員が必要であると認めるときは、指定管理者によるいみず市民交流プ

ラザの管理に係る出納関連の事務について、監査する場合があります。 

 

 



11 
 

 

(12) 施設管理の継続が適当でない場合における措置 

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

上記(10)の市による指示に従わない場合、指定管理者が指示された当該期間内

に改善することができなかった場合、又は当該指定管理者による施設管理の継続

が適当でないと認められる場合は、市は地方自治法第２４４条の２第１１項の規

定により、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一

部の停止を命ずることができます。 

② 指定が取り消された場合等の損害賠償 

前記①により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止

された場合、指定管理者は、指定取消し等によって生じた損害について、市に賠償

するものとします。 

③ 不可抗力等による場合 

不可抗力その他指定管理者及び市の責めに帰すことができない事由により、事

業継続が困難となった場合は、施設管理の可否について両者協議の上、市は、指定

管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができる

ものとします。 

 

(13) 保険の加入 

指定管理者は、自らが負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入するも

のとします。 

なお、保険に加入した場合は、保険契約及び保険証書の写しを当該保険の契約締

結後、速やかに提出してください。保険契約を更新又は変更した場合も同様としま

す。 

① 火災保険 

市は、いみず市民交流プラザについて建物総合損害保険に加入し、保険料を支払

います。ただし、指定管理者の責めに帰すべき理由により市が損害を受けたときは、

その賠償について請求するものとします。 

② 賠償責任保険 

市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」の平成２３年度制度改正

により、すべての指定管理者を当該保険の被保険者としてみなすことができるよ

うになりましたが、指定管理者の自主事業による活動は対象外となります。そのた

め、指定管理者独自で保険に加入するなど、指定管理者による損害賠償の履行を確

保する必要があります。その他、指定管理期間中に必要な保険については、適宜指

定管理者自身で加入してください。 
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   （全国市長会市民総合賠償補償保険の補償内容） 

身体賠償 
1 名につき         １億円 

1 事故につき      10 億円 

財物賠償 1 事故につき  2,000 万円 

 

(14) 指定管理者による自主事業等の提案 

① 自主事業の実施 

指定管理者は、施設の管理運営業務以外に、自らの経費で自主事業を実施するこ

とができます。ただし、実施できる事業は、「自主事業に関する提案書」（様式第４

号）を市へ提出し、市の承認を得たものに限ります。なお、自主事業を実施する場

合には、次の点に留意してください。 

・ 自主事業の内容が、いみず市民交流プラザの設置目的に沿ったものであるこ

と。 

・ 事業の実施に当たって、他の利用者の支障とならないこと。 

・ 市が支出する指定管理料を自主事業に要する経費に充当することはできない

こと。 

・ 参加者に参加料を求める場合は、その額が適正なものであること。 

・ 自主事業を行う場合においても、施設の利用料金は利用料金収入として計上

し、 それ以外の収入は自主事業収入として指定管理者の収入とすること。 

・ 自主事業の経理は、指定管理業務と区分して経理すること。 

② 自動販売機等の設置 

指定管理者は、施設内に自動販売機等を設置する場合は、市に対して行政財産の

使用許可を申請してください。市では、施設の設置目的や利用者の利便性等を考慮

し、許可を決定します。許可された場合、指定管理者は、射水市行政財産使用条例

（平成１７年射水市条例第５２号）に基づく使用料を市に納付していただくこと

になります。 

 

(15) 施設の優先使用 

① 本市における公の施設は、災害発生時において、避難場所、物資集配拠点等とし

て重要な役割を担うことが想定されています。災害時に市が緊急に避難場所として

いみず市民交流プラザを使用する必要があると認めるときは、指定管理者は市の指

示に基づき、優先して避難者を受け入れてください。 

② いみず市民交流プラザは、国政及び地方選挙実施時における投票（又は開票）の

会場として予定されていることから、選挙時の対応について、射水市選挙管理委員
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会と協議を行ってください。 

 

３ 応募・選定手続 

(1) 募集 

募集要項等の関係書類は、令和５年８月２３日（水）から担当窓口（市役所１階地

域福祉課）で直接配布するほか、本市ホームページからダウンロードできます。 

＜ホームページアドレス＞ 

https://www.city.imizu.toyama.jp/event-topics/svTopiDtl.aspx?servno=26814 

 

(2) 申請方法 

① 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類をＡ４縦ファイル（左側に２穴）に綴り、インデ

ックスを付けて提出してください。 

なお、必要に応じて追加資料を提出いただく場合があります。 

ア 指定申請書（様式第１号） 

イ 事業計画書（様式第２号） 

ウ 収支計画書（様式第３号の１、第３号の２） 

エ 自主事業に関する提案書（様式第４号） 

オ 誓約書（様式第５号） 

カ 代表者等の名簿（｢射水市の公の施設の管理の業務からの暴力団排除に関する

合意書の取扱要領（平成１９年射水市告示第１０号）｣に基づき、代表者・役員

の役職、氏名、住所、生年月日を記載した名簿を提出してください。） 

キ 法人などの概要を記載した書類 

ク 法人などの組織図、役員名簿 

ケ 定款、寄附行為その他これらに準ずるもの 

コ 法人の登記事項証明書 

サ 申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書並びに財産目録、貸

借対照表及び損益計算書又は収支計算書（申請日が前事業年度の終了の日の翌

日から３か月を経過する日前であって、前事業年度の書類を作成していないと

きは、前事業年度の直前２事業年度のこれらの書類） 

※ 書類を作成していない場合は、法人等の事業及び財務の状況を明らかにし

た書類 

シ 申請日の属する事業年度の事業の計画及び損益の状況の見込み又は収支の見

込みを明らかにする書類 

ス 納税したことを証明する書類（滞納がないことを証明する書類） 

セ 共同体として申請する場合は、共同体の構成団体及び代表者、協定書、役割分
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担、業務実施体制、責任分担が明らかとなる書類 

※ 共同体の場合は、キ～スに関する書類をその全構成員について提出すること。 

② 提出部数 正本１部 副本８部 

③ 提出先及び提出方法 

以下の提出先に持参又は郵送で提出してください。なお、電子メール、ＦＡＸで

の提出は認めません。 

（提出先） 

射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 （射水市庁舎 1階） 

〒939-0294 射水市新開発４１０番地１ 

④ 提出期間 

・ 令和５年８月２３日（水）午前９時から９月２２日（金）午後５時まで 

（持参での提出受付時間は土日祝祭日を除く午前９時から午後５時までです。） 

・ 郵送の場合は、郵便書留により提出期限日の午後５時までに必着 

⑤ 申請書類に係る著作権 

（指定管理者候補者選定までの著作権） 

申請書類に著作権の対象となるものがある場合の著作権は、申請者に帰属しま

す。ただし、市は、指定管理者候補者の選定に必要な場合は、申請書類の内容を無

償で使用できるものとします。 

（指定管理者候補者の選定後の著作権） 

指定管理者候補者に選定された申請者の申請書類に著作権がある場合の著作権

は、指定管理者候補者に選定された時から市に帰属し、指定されなかった申請書類

の著作権は申請者に帰属します。 

⑥ その他留意事項 

・ 同一の公の施設に複数の申請をすることはできません。 

・ 申請書提出後は、申請書の内容の変更、再提出及び差替えを認めません。 

・ 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 

・ 申請に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

・ 提出された書類は返却しません。 

・ 提出された書類は射水市情報公開条例の対象となり、同条例の規定に基づい

て個人・法人に関する情報等不開示とすべき箇所を除き、開示することがありま

す。 

（共同体による申請に関する事項） 

複数の法人等で構成する共同体（以下「共同体」という。）も申請を行うことが

できます。 

共同体の構成員は、同一の公の施設の指定管理者の募集に申請する他の共同体の

構成員となること、又は単独で同一の公の施設の指定管理者の募集に申請を行う
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ことはできません。 

(3) 質問事項の受付 

① 質問・回答方法 

・ 質問は、次の質問受付期間内に「質問書」（別紙２）に記入の上、電子メール

又はＦＡＸにて提出してください。 

・ 質問事項の他に申請団体名（共同体で申請する場合は代表者名）、申請団体の

所在地、電話番号、ＦＡＸ番号及び担当者の所属、氏名を記載してください。 

・ 回答期日に募集要項を配布した方のすべてに対して、提出された質問及び質

問への回答を電子メール又はＦＡＸにて送付します。 

② 質問受付期間 

令和５年８月２３日（水）から９月８日（金）午後５時まで 

③ 質問への回答日 

随時回答します。 

 

(4) 現地説明会 

現地説明会は以下の日程で開催します。参加を希望される場合は、その旨を電子メ

ール又はＦＡＸでご連絡ください。 

様式は任意ですが氏名、団体名、参加予定人数、連絡先を記載してください。 

① 日時 

令和５年９月８日（金） 午後１時３０分から１時間程度 

② 場所 

いみず市民交流プラザ（戸破４２００番地１１） １階 研修室 

③ 申込期限 

令和５年９月１日（金）午後５時まで 

④ 連絡先 

射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 

メールアドレス：chiiki＠city.imizu.lg.jp  

ＦＡＸ：0766-51-6657 

 

(5) 審査方法及び審査基準 

① 審査方法 

指定管理者の選定に係る審査については、「射水市社会福祉施設指定管理者候補

者選定委員会」において行いますが、申請者は、選定委員会において、提出書類の

内容について、プレゼンテーションを行っていただくほか、委員によるヒアリング

に対応していただきます。審査は、１０月中旬に行う予定で、非公開とします。 

② 審査基準 
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審査に当たっては、審査基準に基づき採点し、その得点が最も高かった者を指定

管理候補者として選定することとします。 

なお、次の審査基準に基づいた得点の合計点が、満点の６割に達していない場合

は、基準に満たなかったと判断し、選定しないこととします。 

 

≪審査基準≫ 

審 査 基 準 審査の視点 判 定 

１ 市民の平等な利用の

確保 

（条例第 4条第 1号） 

市民の平等な利用が確保される内容になっているか。 平等利用が確

保されない場

合は選定しま

せん 

２ 公の施設の効用の最

大限の発揮 

（条例第 4条第 2号） 

【施設設置目的の達成】（１０点） 

a 施設の設置目的を認識し、運営方針が施設の設置目的

に合致しているか。 

b 事業計画書等が施設の保守点検等の維持管理業務及び

安全管理は適切に実施できる内容となっているか。 

５０点 

【サービスの向上】（１５点） 

a  自主事業の内容が施設の設置目的に合致しており、か

つ利用者にとって魅力的なものとなっているか。 

b  利用者のニーズを把握し、改善に結びつける方策がと

られているか。 

c  管理運営全般について定期的に自己評価し、改善に結

びつける方策がとられているか。 

【施設効用の最大化】（１０点） 

a 事業計画の内容が、具体的、現実的であり、かつ創意工

夫や積極性が見られるか。 

b 施設利用を促進させる方策（営業・広報活動等）が提案

されているか。 

【地域活性化の取組】（１５点） 

a 市内在住者の雇用や市内事業者の活用など、地域資源

を活用する提案があるか。 

b 地域や関係機関等との連携や協働による事業を展開

し、地域価値の向上を図る内容であるか。 
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③ 審査結果 

審査結果については、審査が終了した時点において、全ての審査対象者に通知し

ます。 

なお、審査の結果概要については、市のホームページ等で公表することとします。 

 

III 指定管理者の指定及び協定の締結 

１ 指定管理者の指定 

選定した指定管理者候補者については、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に

基づいて市議会の議決を経た上で、指定管理者として指定します。 

 

２ 協定の締結 

指定管理者による公の施設の管理に係る細目事項については、市と指定管理者との

３ 管理運営経費の縮減

等 

（条例第 4条第 2号） 

【管理運営に係る収支の内容と的確性】（２０点） 

a 提示された指定管理料の範囲内において、事業の実施、

施設の管理運営にかかる経費が適正に見込まれており、

健全な運営が確保されているか。 

b 経費の節減のための効率的な管理運営の創意工夫が示

されているか。 

c 管理経費の積算基準が、明確な積算根拠を基に示され

ているのか。 

d 経費削減のための具体的かつ実現可能な提案を前提と

した提示額となっているか。 

２０点 

４ 公の施設の管理を適

正かつ確実に行うため

の財産的基礎及び人的

構成 

（条例第 4条第 3号） 

【安定した基礎能力】（１０点） 

a 団体の経営状況に問題はないか。また、施設管理運営の

経験があるか。 

b 指定管理業務を安定的かつ確実に行うための経理的基

礎を有しているか。 

３０点 

【安定した人的管理能力】（１０点） 

a 管理を行うための人員配置、責任体制及び管理監督体制

（労働関係法令等の遵守を含む）は適切か。 

b 職員の資質・能力向上を図るための研修、体制が図られ

ているか。 

【適切な管理体制】（１０点） 

a  日常の安全対策や事故発生時の対応、非常災害時の危

機管理体制などが、十分に考えられているか。 

b  個人情報の保護について、その重要性を認識し、対策

を講じているか。 

 合  計 １００点 
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協定を締結することとします。 

(1) 基本協定 

指定期間を通じて適用する基本的な事項については、次のとおりとします。 

① 指定管理者が行う管理業務の内容 

② 指定管理者が行う管理の基準 

③ 指定管理料、修繕費の額に関する事項 

④ 利用料金に関する事項 

⑤ 事業報告等に関する事項 

⑥ 市と指定管理者のリスク分担に関する事項 

⑦ 自主事業に関する事項 

⑧ 経理区分に関する事項 

⑨ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

⑩ 指定期間満了時等における原状回復義務 

⑪ 指定管理者の損害賠償義務 

⑫ 不可抗力発生時の対応及び避難所等としての使用に関する事項 

⑬ 管理の業務に係る個人情報の保護に関する事項 

⑭ 管理の業務に関する情報公開に関する事項 

⑮ 事故対応マニュアル等の作成に関する事項 

⑯ 指定管理者の名称等の変更の届出 

⑰ 権利義務の譲渡及び一括再委託の禁止 

⑱ その他必要と認める事項 

(2) 年度協定 

年度ごとに取り決めるべき事項について、年度協定を締結します。 

① 当該年度の管理業務の内容に関する事項 

② 指定管理料の額及び支払方法に関する事項 

③ 修繕費の額及び支払方法に関する事項 

④ その他必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 
 

IV その他 

１ スケジュール 

実施時期 事務内容 

令和５年８月２３日（水） 指定管理者募集開始（申請書受付開始） 

令和５年９月８日（金） 現地説明会の開催 

令和５年８月２３日（水）～ 

令和５年９月８日（金） 
質問の受付期間 

随時 質問の回答 

令和５年８月２３日（水）～ 

令和５年９月２２日（金） 
申請書等の受付期間 

令和５年１０月中旬 指定管理者候補者の選定（選定委員会） 

令和５年１０月下旬～ 
指定管理者候補者との協議 

指定管理者候補者と仮協定書の締結 

令和５年１２月 
市議会１２月定例会（指定管理者指定の議案提出、議

決） 

議会終了後 

指定管理者の指定及び告示 

協定書の作成 

指定管理者との基本協定書（本協定書）の締結 

令和６年４月１日 指定管理者によるいみず市民交流プラザの管理開始 

 

２ その他留意事項 

 (1) 指定期間終了後又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、 

   円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提供していただきます。 

 (2) 指定管理者の指定に係る申請及び公の施設の管理運営に当たっては、関係法令及 

   び関係条例等を遵守してください。 

 (3) 市内雇用者の確保及び市内事業者等の活用について 

    適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に 

   当たっては、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の 

   調達に当たっては、市内事業者等の活用に努めてください。 
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３ 添付書類 

(1) いみず市民交流プラザ管理業務仕様書 

(2) 指定申請書（様式第１号） 

(3) 事業計画書（様式第２号） 

(4) 収支計画書（様式第３号の１、様式第３号の２） 

(5) 自主事業に関する提案書（様式第４号） 

(6) 誓約書（様式第５号） 

(7) 公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について（別紙１） 

(8) 質問票（別紙２） 

(9) （参考）いみず市民交流プラザ条例及びいみず市民交流プラザ条例施行規則 

 

問い合わせ先 

 射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 

（事務担当：竹島、井村） 

電話：0766－51－6625  FAX ：0766－51－6657 

メールアドレス：chiiki＠city.imizu.lg.jp 


